












































































































































































































































































































7） 東京地判平13・3・29 判時1748 号p171、名古屋
地判平14・8・8 判時1800 号p150
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みずほ銀行への多重代表訴訟の提訴の可能性
は大きくなるであろう。
　確かに、多重代表訴訟が頻繁に濫用されて
は、企業はそのことばかりを気にして企業グ
ループの経営にも支障をきたすことも懸念さ
れる。しかし、親会社の株主の保護や、コー
ポレート・ガバナンスを考慮しながら、多重
代表訴訟の適用する企業がどれだけあるのか
見つつ、原告適格、被告適格の要件などを改
正することにより、多重代表訴訟の制度の導
入が意義のあるものであると言えるのであろ
う。
Ⅶ.　結びにかえて
　多重代表訴訟制度の導入については、立法
化されたとはいえ、まだまだ問題点が多く残
されていると思われる。企業グループが多重
代表訴訟制度の導入を踏まえ、訴訟にならな
いよう健全な経営を行えば、国外の投資家も
わが国の企業に投資をする可能性が多くなる
のではないかと思う。そうなれば、企業も喜
ばしいことであるし企業の発展に伴って、投
資家も株価が上がり、また、企業の成長によ
り従業員にも給料などの面で還元されていく
であろう。そして、健全な企業が行う経営に
より、もし商品販売のような企業であれば、
消費者にも良い影響を与えることになるであ
ろう。そう考えると、多重代表訴訟制度の導
入は「コーポレート・ガバナンス」が図れ、
企業全体、社会全体に喜ばれることといえる
のではないであろうか。
　また、アメリカのように株主代表訴訟制度
を認める以上、多重代表訴訟制度もその延長
上にあるものとして当然に認められると考
えれば必要といえるのかもしれない。わが国
でも、株主代表訴訟制度は、とりわけ法規範
の形成および不正の抑止の観点から、コーポ
レート・ガバナンスにおいて大きな役割を果
たしている。
　しかし、わが国では多重代表訴訟制度を株
主代表訴訟制度の延長と考えた事例はなかっ
た。しいて言えば、前述の「福岡魚市場株主
代表訴訟事件」がその考え方に近いとも捉え
ることができるのではないであろうか。
　そのような経緯によって、わが国は、法規
範の形成が重要であるといえる。また、わが
国のコーポレート・ガバナンスの観点から、
企業グループの健全な経営を考えた場合、不
正の抑止が必要である。なぜなら、会社の損
失は、その会社の株主のみにとどまらず、債
権者や他社の株主などを含め、社会全体に及
ぶ可能性がある。すなわち、第一次的な損害
が子会社に発生した場合には、子会社に損害
賠償責任を追及することが望ましいのであっ
て、そのような処理を実現するために多重代
表訴訟が必要になるといえる。
　1999年旧商法改正や2005年会社法制定の際
に、多重代表訴訟の立法が見送られたが、10
年以上の歳月を過ぎ、「多重代表訴訟」が法改
正により新設された。「多重代表訴訟」は、「特
定責任追及の訴え」として、会社法第847条
の3項となるが、1950年、アメリカに倣って
「株主代表訴訟」（第847条）が導入されてから、
長い年月をかけて、日本の会社法制は大きな
変革をもたらしたのである。これも、グロー
バルといわれる国際化が発展してきたこと
や、コーポレート・ガバナンスの考え方が前
提にあるのであろう。
　衆議院法務委員会（平成26年4月11日）で、
当時の法務大臣が「多重代表訴訟制度は、持
株会社形態や完全親子会社関係にある企業グ
ループが多数形成されるようになってきたと
いう我が国の現状を踏まえて、完全親会社の
株主を保護するために設けることとした。
　成文法上の制度として設けるのは余り先例
がないことで、今後どういう運用になるか、
我々も今後の運用をよく注視していかなけれ
ばならない」という発言があった。
　法案は可決・施行されたが、これだけの議
論を繰り返し創設された「多重代表訴訟」が
いったいどれくらい適用されるのであろう
か。実際には要件もかなり厳しく適用は少な
いかもしれない。しかし、けっして多く適用
されることが良いのではなく、訴訟などのな
い健全なグループ経営が理想であり、「多重代
表訴訟」の導入は企業グループ経営の健全化
を図るための「お目付け役」として創設され
たのであると考えたい。だからと言って、株
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主から訴えられる側の取締役には委縮した経
営に陥ることなく、積極的な企業経営を期待
したい。
　今回の改正である「多重代表訴訟制度」で
は、適用要件の厳しさにより、適用対象の親
会社株主もいれば、適用対象外の親会社株主
もいる。たとえば、前述のように内部統制シ
ステムの整備に関する規定や、「福岡魚市場株
主代表訴訟事件」の判例により適用対象外の
親会社株主にも、株主代表訴訟制度があると
はいえ、適用対象の親会社株主には「多重代
表訴訟」と「株主代表訴訟」の両方の選択も
可能であり、法の下の平等からすると不平等
である。不平等を解消するためには、この厳
しい適用要件は緩和すべきである。たしかに、
濫訴の懸念はあるが健全な企業経営を求める
ためには、非常に重要なことであると考える。
　よって、多重代表訴訟制度は、通常の株主
代表訴訟と同様に広く認められるべきである
と思うが、現段階で考えると、適用要件の厳
しさもあり「多重代表訴訟制度」の導入の是
非は判断しづらい。たとえば、適用要件につ
いては、最終完全親会社等の株主であるとい
う点は、完全親会社等の株主であるというこ
とも厳しいが、完全ではない場合、少数株主
が存在するので、少数株主によって訴訟が起
こる可能性はある。しかし、最終完全親会社
等の株主であるとなると、その子会社との間
にかなり多くの会社が存在するとなれば、子
会社の損害が結果的に親会社の影響を及ぼし
たことを立証することは、決して容易ではな
く困難である。この要件は、最終でなくても、
完全でなくてもよいのではないであろうか。
少数株主権についてはみずほグループの例で
も分かるように大株主と呼ばれるぐらいでな
ければ、適用要件を満たさない。そう考える
と、株主代表訴訟と同じ単独株主権にすべき
であると思う。また、重要性の基準について
は、株式の帳簿価額ではなくせめて、総資産
額の５分の1超であれば、適用会社も増える
のではないかと考える。
　このように、今後それらの適用要件を改め
ることにより、「多重代表訴訟制度」の導入は、
さらに価値のある改正であるといえるのでは
ないであろうか。そのためにも、その適用
要件の改正が早い段階で行われることを期待
し、この「多重代表訴訟制度」の導入が健全
な企業経営に影響を及ぼし、日本経済の発展
へと繋がればと考える。
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